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要旨：本研究では，表面改質材および被覆材を施工したコンクリート供試体に対し凍結融解試験を行い，そ

の吸水性と凍結融解抵抗性について比較検討した。凍結融解試験は JIS A 1148 法，RILEM CDF 試験および

CIF 試験により行い，JIS A 法では，表面改質材の表層の緻密化は凍結融解抵抗性に大きな効果が表れないこ

とが確認された。CIF 試験では，すべての試験体で凍害劣化は見られず，表面改質材および被覆材による吸

水抑制効果が確認された。凍結融解抵抗性の評価は表面改質材による凍結融解抵抗性向上効果はほとんど期

待できず，劣化（剥離）を促進させるものもあった。 
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1. はじめに 

近年，環境保護，財政面での制約等から建築ストック

の有効かつ長期的な活用が求められ，現存する建築物に

ついて劣化診断や維持補修技術に関する新技術が盛ん

に開発されてきている。コンクリートの劣化には中性化，

アルカリ骨材反応といったコンクリートの有する潜在

的な性質に起因するものから，塩害，凍害，酸性劣化と

いった過酷な環境によるものなど様々なものがあり，劣

化対策にはまず適切な調合，施工管理が求められるが，

適切な施工を行ってもコンクリートには潜在的な劣化

要因が常に存在し，酸やアルカリによる浸食性に劣るた

め，従来から混和材料の使用，表面被覆工法もコンクリ

ート構造物の耐久性確保の観点から有効とされている。 

 近年これらの方法に加え，セメント系材料の再水和な

どによりコンクリート自体が内部から修復する自己修

復コンクリートの開発や，既設構造物へ適用可能で施工

が容易且つ比較的安価である表面改質材がコンクリー

ト構造物の補修および劣化抑制対策として注目されて

いる。中でもケイ酸質系の表面改質材は，コンクリート

表面の組織を緻密化することにより，塩害や凍害防止，

中性化抑制など総合的な劣化対策を行える材料として

期待されており，ひび割れ抑制，止水性に関しては，劣

化抑制効果が報告されている 1）2）。しかし，表面改質技

術へのニーズに対し，ケイ酸質系の表面改質材の反応メ

カニズムには未だ不明な点が多く，また分類，性能，効

果の評価方法などの基準は十分に整備されているとは

いい難いのが現状である。 

また北海道などの寒冷地では，凍結融解の繰り返しに

対する劣化対策が求められており，表面改質材および被

覆材は凍害劣化抑制への効果が期待されている 3）。本研

究では，表面改質材および被覆材を施工したコンクリー

ト供試体を用いた凍結融解試験を行い，その凍害劣化抑

制効果を比較検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 使用材料および実験水準 

使用したコンクリートは水セメント比 55%の non-AE

コンクリートおよび一般に凍害抑制に有効とされてい

る 4）低水セメント比で空気を連行した水粉体比 31%の高

流動コンクリートを比較用として用いた。使用材料は普

通ポルトランドセメント（密度 3.16g/cm3），フライアッ

シュ（密度 2.25 g/cm3原町火力発電所産 JISⅡ種品），陸

砂（表乾密度 2.62 g/cm3，吸水率 1.42%），砕石（表乾密

度 2.64 g/cm3，吸水率 0.69%）および化学混和剤とした。
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表－１ コンクリートの調合表 

（％）（％）（％）（％）

N 55 ― 55 49.0 175 318 ― 930 975 0.25 ― ― 0.1 ―

H ― 30 31 48.2 165 369 158 755 818 ― 0.77 0.011 ― 0.3

s/a
単位量（kg/m3） 混和剤添加率（Ｃ×％）

W C FA S G 減水剤
高性能AE
減水剤

AE剤
抑泡剤

T1
抑泡剤

T2

試験
体記
号

W/C FA/P W/P
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表－１にコンクリートの調合表を，表－２に練り上がり

性状を示す。また，普通コンクリート N を下地として表

－３に示す 6 種類の表面改質材および 3 種類の被覆材を

施工し，表面改質材および被覆材を施工していないコン

クリートを比較用として用いた。各表面改質材の塗布量

および塗布方法は，それぞれのメーカーの仕様に従った。

表－３中に塗布量を参考として示す。また，塗布方法は

いずれの場合も 2 回塗りである。 

2.2 実験方法 

凍結融解試験は水中凍結融解試験（JIS A 1148のA法，

以下 JIS A 法と呼ぶ），一面凍結融解試験（RILEM CIF 試

験および RILEM CDF 試験）により行った 5）。 

JIS A 法は 7.5×7.5×40cm の角柱試験体を使用し，表面

改質材および被覆材を試験体全面に施工した。凍結融解

抵抗性の検討は JIS A 1148 に準拠して行い，30 サイクル

毎に質量変化および一次共鳴振動数の測定を行った。 

一面凍結融解試験（RILEM CIF試験およびRILEM CDF

試験）は RILEM に規定されており，限界飽水度による

凍害を評価するものである。本試験ではφ10×20cm の試

験体を作成し，それをコンクリートカッターで切断して

作成されたφ10×10mm の試験体の切断面に表面改質材

および被覆材を施工したものを使用した。試験体側面を

ブチルゴム付のアルミテープでシールし，20℃60％RH

の恒温室中で 7 日間下面吸水を行い，その後，凍結融解

試験装置で最高温度+20℃を 1 時間保持，最低温度-20℃

を 3 時間保持，温度勾配±10K/hr で 1 日 2 サイクルの下

面吸水状態での一面凍結融解試験を 56 サイクル繰り返

し行った。本試験では CIF 試験 56 サイクル終了時後に

引き続き CDF 試験 28 サイクルを実施した。RILEM CIF

試験は吸水に真水を用いるのに対し， CDF 試験は 3％の

塩化ナトリウム溶液を用いることが特徴であり，道路で

使用される凍結防止剤による塩害と凍害の複合劣化の

評価などに用いられる。 

測定項目はコンクリートからの剥離量，質量変化，一

次共鳴振動数とした。 
養生および表面改質材および被覆材の施工，凍結融解

試験の行程を図－１に示す。 
 

3. 実験結果および考察 

3.1 水中凍結融解試験（JIS A 法） 

 JIS A 法における相対動弾性係数の変化について，表面

改質材を施工した供試体を比較したものを図－２に，表

面被覆材を施工したものを図－３にそれぞれ示す。供試

体質量の減少率について，表面改質材を施工した供試体

を比較したものを図－４に，表面被覆材を施工したもの

を図－５にそれぞれ示す。比較用の普通コンクリートお

よび表面改質材を施工したものは 60～90 サイクルで動

弾性係数の低下が見られ，表面改質材を施工したものの

方が表面改質材を施工していない普通コンクリートに

比べ劣化が促進されているものもあった。なお，相対動

弾性係数が測定不能となった後の 120～150 サイクルで

の大幅な質量減少は試験体の崩壊を意味している。一方，

被覆材を施工したものは 150 サイクル程度で劣化してお

り凍結融解抵抗性向上の効果が認められる。また，ベー

スコンクリートおよび表面改質材の場合と異なり，劣化

の進行に伴う吸水による質量の増加が確認された。また，

水セメント比を低下させている高流動コンクリートは

300 サイクルの試験終了時においても健全であった。 

JIS A 法は試験体全面から常に水の供給と凍結融解を

受けるもので，実環境に比べると過度に厳しい条件であ

り，表層だけを緻密化することを期待する表面改質材の

（cm） （mm） （％） （℃） R2（mm）

N 11.0 ― 1.0 21.1 ―

H ― 655 5.5 21.5 312.0

充填高さ試験体
記号

スランプ
スランプ
フロー

空気量 温度

表－２ コンクリートの練り上がり性状 

表－３ 表面改質材および被覆材の種類 

N 普通 ― －

H 高流動 ― －

A ケイ酸ナトリウム系改質材 2.4g

C ケイ酸リチウム系改質材 1.6g

D ケイ酸ナトリウム系改質材 2.0g

E ケイ酸質系，シラン系改質材 2.0g

F シラン系改質材 2.0g

X エポキシ系被覆材 －

Y ウレタン系被覆材 －

塗布量

2.0g

－

被
覆
材

普通

Z
エポキシ系，アクリル系,
高分子エマルジョン被覆材

コンクリート
の種類

試験体
記号

主成分

表
面
改
質
材

普通

B
ケイ酸ナトリウム系，
ケイ酸カリウム系改質材

普通：2 週封緘 
300cy 

56cy 

56cy 28cy

高流動：4 週封緘 

3 週気中 図－１ 試験行程 

打設 養生 
表面改質材 

表面被覆材 
 施工 ２週気中養生 水中凍結融解試験 

CDF 試験

CIF 試験 CDF 試験乾燥 

-1154-



効果および種類の差が明確に表れなかった。このことは，

今回の高流動コンクリートのような一般的な凍結融解

抵抗性向上のための対策である空気連行や低水セメン

ト比化と比べると，表面改質材による表層の緻密化はそ

の主成分の違いによらず大きな効果が期待できないこ

とを示唆するものである。 

 

3.2 RILEM CDF 試験 

 図－６に CDF 試験における剥離量の変化を示す。CDF

試験のみを 56 サイクル行った結果では，表面改質材の

種類によって剥離量に大きな差が見られる。ベースコン

クリートと比べて，表面改質材 B，E は剥離量が 2.5 倍

程度に増加し，C で同程度，A，D，F では剥離量が半分

以下に低減させる結果となった。また，高流動コンクリ

ートでは剥離はほとんど見られなかった。 

 塩分との複合劣化を評価するための CDF 試験では，表

A B

C D

E F

N(ﾍﾞｰｽｺﾝｸﾘｰﾄ) H(高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ)

-2.0 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300
サイクル数 

図－４ 質量減少率（表面改質材）
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図－５ 質量減少率（表面被覆材）
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図－６ CDF試験結果（剥離量） 
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図－２ 相対動弾性係数の変化（表面改質材）
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図－３ 相対動弾性係数の変化（表面被覆材）
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面改質材の種類によるスケーリング抵抗性の差が明確

に表れた。スケーリング抵抗性は，塩分の影響による浸

透圧と凍結融解作用時のポンピングによる吸水量の増

大と関係が高く，表面改質材の主成分や改質メカニズム

の詳細については不明な点も多いが，ケイ酸ナトリウム

系改質材（A，D），シラン系改質材（F）が比較的良好

な結果になっている。 

3.3 RILEM CIF&CDF 試験 

図－７に CIF＆CDF 試験中の吸水率の変化を示す。な

お，凍結融解作用時の吸水挙動は JIS A 法では把握でき

ないものである。CIF 試験中はいずれの表面改質材およ

び被覆材もベースコンクリートよりも吸水率が低くな

っており，表面改質による吸水の抑制効果が確認された。

しかし，一度乾燥させた後の CDF 試験では凍結融解中の

ポンピングによる吸水が顕著であり，表面改質材 B，C，

F の吸水率がベースコンクリートを上回る結果となった。

一方，被覆材および高流動コンクリートの吸水率は CIF

試験， CDF 試験の両期間を通じて低く保たれていた。 

 図－８に CIF＆CDF 試験での相対動弾性係数の変化を

示す。CIF 試験ではいずれの供試体でも相対動弾性係数

の低下は見られなかった。また CDF 試験においても凍結

融解 22 サイクルまではすべての試験体で相対動弾性係

数の低下は見られなかったが，試験終了時の 28 サイク

ル目で吸水率が高くなった B，F で相対動弾性係数が

80％程度まで低下した。しかし，同様に吸水率の高くな

った C では相対動弾性係数の低下は見られなかった。 

CIF 試験は JIS A 法に比べると厳しくない条件である

が，常時水と接した状態で凍結融解作用を受けるもので

実環境での構造物においては十分に厳しい条件である

といえる。しかし，CIF 試験結果ではすべての試験体で

内部劣化の指標である相対動弾性係数の低下は見られ

なかった。 

図－９に CIF＆CDF 試験での剥離量の変化を示す。表

面被覆材および高流動コンクリートでは，CIF 試験と

CDF 試験による吸水率に差は見られず，剥離もほとんど

発生しなかった。一方，表面改質材を施工したコンクリ

ートは CIF 試験ではいずれの供試体でもほとんど剥離が

見られなかったが，CDF 試験開始直後から C，B，F，ベ

ースコンクリートの順に著しい剥離が見られた。これら

の試験体は図－７に示した CDF 試験(凍結融解中)の吸

0

20

40

60

80

100

120

0 20 40 60 80 100 120 140
サイクル数 

図－８ CIF＆CDF試験結果（相対動弾性係数）
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表－３ 表面改質材および被覆材による凍結融解抵抗性向上効果の評価 

試験方法 評価項目 A B C D E F X Y Z H
JIS A法 相対動弾性係数 △ × × △ △ × － ○ ○ ◎
CIF法 吸水率・相対動弾性係数 △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○
CDF法 剥離量 ○ × × ○ × ○ － － － ◎
CIF＋CDF法 剥離量 △ × × △ △ × ◎ ◎ ◎ ◎

△ × × △ △ × ○ ○ ○ ◎
(note)　　　×：効果なしor劣化促進　△：同等　○：効果あり　◎：きわめて良好　（ベースコンクリートとの比較）

総合評価

56 0 2820

56 0 2820 

CIF 乾燥 CDF
下
面
吸
水

下
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吸
水

CIF 乾燥 CDF
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図－７ CIF＆CDF試験結果（吸水率）
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水率の多いものであった。下面吸水時でベースコンクリ

ートに比べ吸水が抑制され，表層を緻密化させたと思わ

れる表面改質材において，一部剥離を促進させているも

のがあることは，表面改質材による緻密化がごく表層の

みの場合，吸水を抑える効果は期待できるが，過剰な水

圧が作用するような厳しい環境下では結果的に水分が

コンクリート内に圧入されるため，緻密な表層が下層の

凍結水圧の影響を受けやすくなりスケーリングが促進

すると考えられる 6）。また，図－６で示した CDF 試験の

結果と比べても剥離量は著しく増加しており，塩水が作

用する以前の真水での凍結融解や乾燥の影響でスケー

リングが起こりやすくなることが示唆される。 

ここで行った水中凍結融解試験， CDF 試験および CIF

試験による凍結融解試験の総合的評価結果を表－３に

示す。 

 

4. まとめ 

 本研究の，表面改質材および被覆材を施工したコンク

リート供試体に対し凍結融解試験を行い，その吸水性と

凍結融解抵抗性について比較検討した結果を以下に要

約する。 

(1) JIS A 法では空気連行や低水セメント比化と比べると，

表面改質材の表層の緻密化はその主成分の違いによ

らず凍結融解抵抗性に大きな効果が期待できないと

いうことが確認された。 

(2) CIF 試験時では，すべての試験体で凍害劣化は見られ

なかったが，表面改質材および表面被覆材による吸

水抑制効果を確認した。 

(3) CDF 試験では，塩分が作用する凍結融解では表面改

質材による凍結融解抵抗性向上効果はほとんど期待

できず，劣化（剥離）を促進させるものもあった。

原因としては，表面改質材による表層の緻密化が，

ごく表層のみの改質であるためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) CIF 試験後に行った CDF 試験では，塩水が作用する

以前の真水での凍結融解や乾燥の影響でスケーリン

グが起こりやすくなることを確認した。 
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